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各 位 

会 社 名  三井倉庫ホールディングス株式会社 
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問合せ先 上級執行役員経営企画部長 西村 健 

   （TEL：03-6400-8015） 

 

 

グループ理念制定および中期経営計画 2022 策定のお知らせ 

 

 

 当社グループは、新たに『グループ理念（Purpose、Vision、Values）』を制定すると 

ともに、2023 年 3 月期を初年度とし 2027 年 3 月期を最終年度とする新たな 5 カ年計画 

『中期経営計画 2022』を策定いたしました。 

  

昨今、新型コロナウイルス感染症の世界的流行や激甚化する災害、国際情勢の不安定化

等、社会を取り巻く環境は劇的に変動しています。物流業界においても、デジタル化の進

展や労働力不足、脱炭素化への動きなど急速な変化が生じており、大きな転換期を迎えて

います。 

このような状況下において、当社グループが更なる飛躍を遂げ持続的な成長を果たして

いくためには、企業グループとしての存在意義を見つめ直す必要があるとの認識から、今

般グループ理念を刷新し、経営の最上位概念として改めて位置づけました。 

また、本グループ理念のもとで新たに策定した中期経営計画を推進することで、長期的

な企業価値向上を図るとともに持続可能な社会を築き、ステークホルダーの皆様と社会の

期待に応えてまいります。 
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1． グループ理念（Purpose、Vision、Values） 

グループ理念は経営の最上位概念であり、「Purpose（存在意義）」「Vision（中長期的に

目指す姿）」「Values（価値観・行動指針）」から構成されています。 

このたび刷新したグループ理念には、今後も当社グループが、「物流を通じて課題を解

決し、価値を創造していく」という決意を込めています。本グループ理念のもと、中期経

営計画をはじめとした経営戦略を実行し、当社グループの企業価値向上と社会およびお客

様の持続的成長を実現してまいります。 

 

【グループ理念の概念図】 

 

 

■ Purpose（存在意義） 

「社会を止めない。進化をつなぐ。」 

このたび制定した「社会を止めない。進化をつなぐ。」という Purpose は、当社グルー

プが果たす役割であり、揺るがない信念として、社会に生み出す価値を体現しています。 

物流は社会インフラとして重要な役割を担っており、経済活動や人々の暮らしを支える

現代社会の基盤そのものです。三井倉庫グループは 100 年以上にわたり物流業を営み、  

国と国、産業と産業、人と人、あらゆる対象を繋ぎ、社会の進化を支えてきました。 

変化の激しい時代においても、当社グループが果たす役割に変わりはなく、「社会を止

めない。進化をつなぐ。」ことで、世界をより良い方向へ動かし、心豊かで持続可能な社

会の実現を目指してまいります。 
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■ Vision（中長期的に目指す姿） 

「いつもも、いざも、これからも。共創する物流ソリューションパートナー」 

当社グループは 100 年を超える歴史の中でお客様との信頼関係を育み、物流パートナー

としてお客様の成長を支え、共に歩んできました。新型コロナウイルス感染症の影響による

サプライチェーンや物流網の混乱が生じている今この時も、当社グループの総合力を結集

し、物流を止めることなくお客様の事業を繋いでいます。 

社会課題が複雑化し社会構造が大きく変化する中で、サプライチェーンマネジメントの

重要性は今後益々高まり、物流企業にはモノを預かる・運ぶだけでなく持続可能なサプラ

イチェーンを構築することが求められます。 

当社グループは、いかなる時もお客様や社会の進化をつなぐ存在として、グループ内に

留まらず、あらゆるステークホルダーと共創することで、お客様の企業価値向上を実現す

る物流ソリューションパートナーを目指してまいります。 

 

 

■ Values（価値観・行動指針） 

PRIDE  社会を止めないことの責任と誇り 

CHALLENGE 顧客視点と社会視点の、提案力と実行力で挑む 

GEMBA  現場は原点であり、進化の起点であり続ける 

RESPECT 多様な個を受け入れ、新たな価値を生み出す 

 

Purpose のもと Vision を実現していくため、従業員や組織が価値観として大事にすべ

きことであり、かつ行動に移す際に指針となるものとして、「PRIDE」「CHALLENGE」

「GEMBA」「RESPECT」の 4 つの Values を定めました。 

これらの Values に則り、従業員一人ひとりがその能力を最大限に発揮し、中長期的な

価値を創出できる企業グループを実現してまいります。 
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2. 「中期経営計画 2022  Be the First-Call Company ～深化による攻勢～」 

当社グループは「いつもも、いざも、これからも。共創する物流ソリューションパート

ナー」という Vision の実現を目指して、2023 年 3 月期を初年度とし 2027 年 3 月期を最終

年度とする新たな 5 カ年計画『中期経営計画 2022』を策定いたしました。 

これまでの『中期経営計画 2017』では、前半 3 年間を反転期と位置付け事業収益力の強

化と財務基盤の再建に注力し、後半 2 年間では持続的成長に向け、圧倒的な現場力の構

築、一気通貫の統合ソリューションサービスの構築、ESG 経営の 3 点に重点的に取り組ん

でまいりました。その結果数値目標を全て達成、反転を成し遂げ、今後の持続的成長の礎

を築くに至りました。 

新たな『中期経営計画 2022』ではこれまでの取組みを「深化」させることで、更なる成

長を実現してまいります。今後は、お客様から信頼されるファーストコールカンパニーと

して、「グループ総合力結集によるトップライン成長」「オペレーションの競争力強化」

「深化を支える経営基盤の構築」の 3 つを成長戦略の柱とし、積極的な投資とともに攻勢

に転じます。 

 

(1) 成長戦略 

「グループ総合力結集によるトップライン成長」 

 当社独自のビジネスモデルである統合ソリューションサービスの深化、競争優位性の 

ある提案力と実行力を備えたサステナビリティ対応ビジネスの拡大、グループの幅広い 

顧客基盤と各物流機能を最大限に活用した業際業務の深掘を推進します。 

 

「オペレーションの競争力強化」 

徹底した標準化への取組みを深化させることで、人の力とテクノロジーの力を融合した 

「圧倒的な現場力」を実現します。業務品質の向上による競争優位性を確保し、更には 

オペレーションのローコスト化による収益性向上を目指します。 

 

「深化を支える経営基盤の構築」 

 以下の 4 つの側面から経営基盤の強化を図ります。 

 「DX」  ビジネスモデルの変革や企業風土の改革 

 「共創」 イノベーションを生み出す仕組みづくりや各種プラットフォー 

マーとの積極的な提携 

 「事業アセット」オフィスビル/物流施設の新規開発、既存施設の資産価値向上、 

職場環境の改善 

 「ESG」       脱炭素社会実現への取組み強化、人的資本への投資拡充、 

ガバナンスの強化 
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(2) 財務戦略 

 『中期経営計画 2017』では財務基盤の再建を図るべく、投資を抑制し、有利子負債の圧

縮に取り組んでまいりましたが、『中期経営計画 2022』においては前中期経営計画で確立し

た財務基盤と収益性を軸に積極的な投資と株主還元強化の両立を目指します。 

 

・総額 1,300 億円の投資を実施 

－DX 投資・新規設備投資（物流/不動産）・M&A など成長領域への戦略投資に 1,000 億円 

 －通常投資（既存施設の維持/更新投資）に 300 億円 

・配当性向 30%を基準とした株主還元の強化 

・最適 D/E レシオ 1.0 倍を基準とした調達と運用 

・高水準な資本効率の維持を目指し、ROE12%超を目標に設定 

 

(3) 数値目標（2027 年 3 月期末） 

 

営業収益 3,500 億円 

営業利益 230 億円 

営業キャッシュ・フロー 300 億円 

 

【グループ理念と中期経営計画の関係性】 

 

 

以 上 
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3.グループ経営の強化による顧客起点の

統合ソリューションサービスの構築

2.財務基盤の再建

1.抜本的な事業収益力の強化「中期経営計画2017」
～反転から持続的成長～

計画サマリー

【配当方針】

事業収益の着実な積み上げによる 安定配当への早期復帰

Ⅰ. 「中期経営計画2017」の振り返り

3

【中計数値目標】（2022年3月期末）

営業利益 100億円

有利子負債残高 1,300億円以下

ネットD/Eレシオ 2.0倍以下

ROE 9.0%超

【事業運営の基本方針】
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✓ コロナ等による特殊要因を除いても、営業利益の実力値は170億円にまで到達

2017/3期 コスト削減 トップライン拡大 特殊要因 2022/3期

Ⅰ. 「中期経営計画2017」の振り返り

4

達成状況

(億円)

最終年度実績

増減要因

58
41

71

89 259

指標 目標数値 2022/3期実績

営業利益 100億円 259億円

有利子負債残高 1,300億円以下 940億円

ネットD/Eレシオ 2.0倍以下 0.9倍

ROE 9.0％超 20.4％

170
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58 70 

120 118 
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259 
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2.6% 3.0%

5.0% 4.9%

7.0%
8.6%

2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

実績

計画

営業利益率（実績）

営業利益率（計画）

実績（中間＋期末）

個別数値の推移

営業収益（億円）

2017/3期比で33%増 過去最高益を3回更新

目標数値

（1,300億円以下、2.0倍以下）を過達
復配以降は毎期増配を実施

営業利益（億円）・営業利益率（％）

有利子負債残高（億円）・ ネットD/Eレシオ（倍） 1株あたり配当額（円）

計画
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持続的成長に向けた取組み

具体的取組みと総括

「中期経営計画2017」における重点取組み

✓反転と持続的成長に向けた土台整備を完了し、攻勢に転じるスタートラインに立った状態

反転の完了

「圧倒的な現場力」の構築

• 事業/地域を横断して取組みを推進する「オペレーション統括部」の創設

• 標準化の基礎となる業務手順書の作成とナレッジ基盤の拡充

• モデル事務所での標準化取組みの実施により手法を確立

統合ソリューションサービスの構築

• グループ各社の垣根を超えた統合ソリューション営業の強化

ESG経営の推進

• ESG推進室を新設

• マテリアリティの特定/非財務情報KPIの設定

• 各セクターにおけるESG対応が優れた企業として構成銘柄に選定
（2022/03/30付）

企業風土改革

• 人事制度改革/意識改革/従業員エンゲージメントの向上

• マネジメントレベルでの人材交流

• 「One三井倉庫」としてグループ一体感の醸成

抜本的な事業収益力の強化

• 聖域なきコスト削減「チャレンジ20」の取組みにより、18/3期からの
3年間で21億円のコストを削減

• 案件別収支管理の徹底により利益率を改善

• 営業利益率 17/3期 2.6％ ⇒ 22/3期 8.6％

財務基盤の再建

• 不要不急の投資の抑制や、非効率資産/非中核事業の売却により、
5年間で有利子負債を約750億円圧縮

• 19/3期に早期復配し、以降は増配を継続

グループ経営の強化

• 国内外の営業機能統合による顧客窓口一本化

• グループ横断機能部署の新設

• 組織のスリム化
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✓ 持続的成長に向けた取組みを更に深化させ、当社独自のビジネスモデルを確立する新中計

1. 計画の全体像

8

外部
環境

物流の外部化が

進行

コロナ禍による
サプライチェーンの混乱

物流原価

上昇

-サステナビリティ意識の高まり

-サプライチェーンの重要性増大

中期経営計画2022

中計の位置付け

中期経営計画2017

深化による攻勢持続的成長期反転期

財務基盤再建と
持続的成長に向けた土台作り

-ビジネスモデルの深化

-企業風土改革

M&Aや
設備投資による
業容の拡大

フルスペックの
物流機能獲得

筋肉質化による
各機能の強化

機能融合と意識改革による
変化対応力の強化

方針

主な
取組み

-グループ総合力結集による

トップライン成長

-オペレーションの競争力強化

-深化を支える経営基盤の構築

MOVE2015
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環境認識

✓ サプライチェーンの重要性が高まっている社会情勢は当社に強い追い風

当社コアコンピタンス世の中の潮流

環境変化や、サステナビリティに対する意識向上による

サプライチェーン変革ニーズの高まり

① モビリティ関連

② ヘルスケア関連

③ B2B2C関連

特に環境変化の激しい業界

： EV化進展等による産業構造の変革

：医療の高度化や高齢化の進行

： ECやサブスク拡大による消費行動の変化

 サプライチェーンの上流から下流まで対応可能な

フルスペックの物流機能と多様な人材

 全世界で約400拠点の国内外ネットワーク

 4PL実績で培った物流設計ノウハウ

 コロナ禍に顧客から信頼され続けた変化対応力

 顧客のサプライチェーン変革は、コアコンピタンスを活かせる大きなビジネスチャンス

 特に環境変化の激しい業界は、当社が特別に強みを持っている領域と認識

① モビリティ → 自動車/電子部品/家電の取扱ノウハウ

② ヘルスケア → 高度・再生医療に関する知見、許認可を持ったヘルスケア貨物の取扱実績と品質

③ B2B2C → 家電物流センター運営、共同配送、ラストワンマイル配送・設置・保守・修理まで担う

テクニカルロジスティクスの実績

（生活消費財）
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✓ 前中計で確立した財務基盤と収益性を軸に、積極投資と株主還元強化を両立

キャッシュイン キャッシュアウト

資金配分に関する方針

1. 計画の全体像

10

営業CF

1,300億円

借入調達
200億円

株主還元（配当性向30%）
200億円

戦略投資 1,000億円
（うちDX投資 200億円）

通常投資 300億円

資金調達・資金配分

 DX投資200億円を含む総額1,000億円の戦略投資を実施し、更なる成長を実現

 配当性向30％を基準とし、業績に連動した機動的な株主還元を図る

資金の調達・配分のイメージ

 利益成長に即した増配の実施により、株主還元の強化を継続

 更なる株主還元施策として、自社株買いについても検討

 DX・新規設備投資など、成長領域への投資枠を大幅に拡充

 共創の実現に向けて、規律ある戦略的M&A・資本提携も積極的に検討

 既存施設についても、資産価値向上や労働環境整備の観点で投資拡大

 最適D/Eレシオを1.0倍と設定し、外部借入も活用
（※）有利子負債にはリース債務を含み、手元現預金を控除しない

（5年累計）



Be the First-Call Company 

中期経営計画2022

58 70 
120 118 

142 
170 180 

230 

35 

89 
30 

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 27/3

※下線付の数値は営業利益の実力値。（予想）

1. 計画の全体像
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数値目標

✓ 積極的な投資により事業規模の拡大を加速しつつ、高水準の利益成長を継続

MOVE2015
（2017/3期）

中期経営計画2017（2022/3期） 中期経営計画2022
（2027/3期）実績 実力値

営業収益 2,255 3,010 2,600 3,500

営業利益 58 259 170 230

営業CF 123 231 210 300

（億円）

6％成長/年

（期）

（億円）

6％成長/年

7％成長/年

（259）営業利益成長のイメージ

（210）

（177）












































